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i

はしがき

国立国会図書館調査及び立法考査局は、重要な国政課題について、プロジェクトチームを編
成し、政策分野横断的に調査・分析を行う「総合調査」を毎年実施しております。平成 31・
令和元年の調査テーマは、「証拠に基づく政策形成　EBPM: Evidence-Based Policymaking」と
しました。EBPMの定義は定まっていませんが、現在の取組状況を踏まえれば、我が国におけ
る EBPMは、政策プロセス全般を対象として、関係する様々な証拠（エビデンス）を活用し、
政策形成を改善することと言えます。エビデンスの中では、政策の有効性を示すものが特に重
要とされ、このようなエビデンスを政策実行の是非、政策手段の選択、政策の改善などにつな
げることが期待されています。
急速に進む少子高齢化など経済社会構造が変化する中、我が国は限られた資源を有効に活用
することが従来にも増して求められており、政府は、そのための手法として、また、国民によ
り信頼される行政を展開するため、EBPMの具体的な取組を進めています。EBPMに関連する
政府の取組は、政策形成プロセスとその論理や証拠の「見える化」を促すこととなるため、国
会の行政監視機能の強化にも役立つ可能性があります。このような政府の取組や国会審議への
影響などを踏まえ、EBPMを今回の調査テーマとしました。

本総合調査では、文献調査に加え有識者からのヒアリングや現地調査も行い、EBPMについ
て内外の経緯と現状を整理した上で、EBPMの観点から政策形成を考える視点を提示しました。
さらに、この視点を用いて、幾つかの政策について、政策形成上の課題を検証するケーススタ
ディを行いました。この報告書は、これらの成果をまとめたものです。我が国において、
EBPMの取組は始まったばかりであり、その方法論や今後の展開については、様々な見方があ
ります。この報告書の分析領域や検証対象は限定的ではありますが、EBPMに関する今後の議
論と実践において必要となるであろう論点を提示することを目指しました。
また、本総合調査の一環として、アメリカから学識経験者を招き、日米の専門家の出席の下
に「雇用と賃金を考える―労働市場と EBPM（証拠に基づく政策形成）―」と題する「国際政
策セミナー」を令和元年 11月に開催しました。その報告書も、後日刊行予定です。この報告
書と併せ、御活用いただければ幸いです。

本総合調査においては、当該分野に造詣の深い多くの研究者の方々の協力を得ることができ
ました。心から感謝申し上げます（本報告書の末尾に御協力いただいた方々の御芳名を記しており
ます。）。

この報告書が、国会議員の皆様の調査研究に資することはもとより、このテーマに関心をお
持ちの皆様のお役に立つことを、切に願っております。

令和 2年 3月

調査及び立法考査局長　山田　敏之
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おわりに

この報告書は、まず、第Ⅰ部「EBPMの展開」において、政府における EBPMの取組と、
EBPMの先駆となる政策評価制度等のこれまでの動きを整理するとともに（第 1章、第 2章）、
米国、英国等の海外における先行事例を概観して、その示唆を検討した（第 3章）。さらに、
こうした整理や考察に基づき、EBPMの観点から政策形成を考える重要な視点として、「政策
目的の設定」、「政策の体系化」、「アウトカム指標の選択」、「アウトカム目標の水準」、「政策効
果の把握」、「実績への政策の貢献」の 6つを提示した。そして、これらの視点を用いて、政策
形成の具体的な検証を行った第Ⅱ部のケーススタディをまとめ、EBPMの観点から政策形成一
般における問題点と課題を明らかにすることを試みた（第 4章）。
第Ⅱ部「EBPMの観点からの個別事例分析」においては、ケーススタディとして、EBPMの
観点から、第 1部で示した 6つの視点を念頭に、「特定健康診査・特定保健指導」（第 5章）、「国
立大学法人運営費交付金」（第 6章）、「研究開発税制」（第 7章）、「ものづくり補助金」（第 8章）、
「キャッシュレス化推進」（第 9章）、「鳥獣被害対策」（第 10章）の 6つの政策を取り上げて、
政策形成の現状と課題についてまとめた。
この報告書は、我が国で緒に就いたばかりの EBPMを進める上での課題を明らかにするこ
とを目指すものであり、それを踏まえて表題を「EBPM（証拠に基づく政策形成）の取組と課題」
とした。この報告書が、EBPMに関する議論と実践の一助となれば幸いである。

本総合調査の参加メンバーは、次のとおりである（所属・肩書は当時）。

プロジェクトリーダー　　　　　岩本　康志（専門調査員・経済産業調査室）
プロジェクトメンバー　　　　　豊田　　透（専門調査員・総合調査室・平成 31年 4月から）

　　　　　　 同 　　　　　　　大嵜　康弘（専門調査員・行政法務調査室・令和元年 6月まで）

　　　　　　 同 　　　　　　　千原　正敬（専門調査員・行政法務調査室・令和元年 7月から）

　　　　　　 同 　　　　　　　加藤　　浩（専門調査員・財政金融調査室）
　　　　　　 同 　　　　　　　岡村美保子（専門調査員・社会労働調査室・平成 31年 3月まで）

　　　　　　 同 　　　　　　　小寺　正一（専門調査員・社会労働調査室・平成 31年 4月から）

　　　　　　 同 　　　　　　　森田　倫子（次長・平成 31年 4月から）

　　　　　　 同 　　　　　　　永井　善一（主任調査員・経済産業調査室・平成 31年 3月まで）

　　　　　　 同 　　　　　　　落　美都里（行政法務課）
　　　　　　 同 　　　　　　　大森　健吾（財政金融課）
　　　　　　 同 　　　　　　　佐藤　　良（財政金融課）
　　　　　　 同 　　　　　　　岡田　　悟（経済産業課）
　　　　　　 同 　　　　　　　田仲　絢子（農林環境課）
　　　　　　 同 　　　　　　　清水　直樹（国土交通課・平成 31年 3月まで）

　　　　　　 同 　　　　　　　中村　真也（文教科学技術課）
　　　　　　 同 　　　　　　　高野　雄太（社会労働課）
プロジェクトマネージャー　　　山﨑　　治（専門調査員・総合調査室・平成 31年 3月まで）
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　　　　　　 同 　　　　　　　小池　拓自（ 専門調査員・総合調査室・平成 31年 4月から。

平成 31年 3月までは、次長、プロジェクトメン

バー）

プロジェクトマネージャー補佐　田中　嘉彦（主幹・総合調査室・平成 31年 4月から）

　　　　　　 同 　　　　　　　藤本　和彦（主幹・総合調査室・令和元年 10月から）

事務局長　　　　　　　　　　　松浦　　茂（経済産業課長・平成 31年 3月まで）

　　　　　　 同 　　　　　　　樋口　　修（ 主幹・経済産業調査室、経済産業課長事務取扱・

平成 31年 4月から。平成 31年 3月までは、主幹・

総合調査室、プロジェクトマネージャー補佐）

事務局長代理　　　　　　　　　深澤　映司（ 主幹・財政金融調査室、財政金融課長事務取扱・

平成 31年 4月から。平成 31年 3月までは、プロ

ジェクトメンバー）

事務局長補佐　　　　　　　　　兼松　芳之（調査企画課連携協力室長・平成 31年 3月まで）

　　　　　　 同 　　　　　　　上綱　秀治（調査企画課連携協力室長・平成 31年 4月から）

事務局メンバー　　　　　　　　梶　　善登（調査企画課・平成 31年 3月まで）

　　　　　　 同 　　　　　　　福田　　毅（調査企画課・平成 31年 4月から）

　　　　　　 同 　　　　　　　五十嵐麻理世（調査企画課連携協力室・令和元年 6月まで）

　　　　　　 同 　　　　　　　竹澤　育永（調査企画課連携協力室・令和元年 7月から）

　　　　　　 同 　　　　　　　木村　志穂（調査企画課）
　　　　　　 同 　　　　　　　栃尾多佳子（調査企画課・令和元年 5月から）

　　　　　　 同 　　　　　　　吉家あかね（調査企画課連携協力室・平成 31年 3月まで）

　　　　　　 同 　　　　　　　春原　寛子（調査企画課連携協力室・平成 31年 4月から）

本総合調査においては、多角的かつ総合的な視点から分析・調査を行うため、調査テーマに
造詣の深い次の学識経験者に、アドバイザーとして各論文にコメントをいただく等の御指導を
賜った（肩書は令和 2年 1月現在）。

大橋　　弘 氏　（東京大学公共政策大学院副院長、大学院経済学研究科教授）
川口　大司 氏　（ 東京大学公共政策大学院教授、東京大学大学院経済学研究科附属政策評価研究教

育センター（CREPE）長）

また、本総合調査を進める過程で、次の専門家の方々にお話を伺い、的確かつ貴重な御教示
を賜った（肩書は当時、日付はお話を伺った日）。

平成 30年 10月 10日　大橋　　弘 氏（東京大学公共政策大学院副院長、大学院経済学研究科教授）
 平成 31年 3月 6日　小林　庸平 氏（ 三菱 UFJリサーチ &コンサルティング経済政策部主任研

究員）

 令和元年 6月 21日　南島　和久 氏（新潟大学法学部教授）
 7月 5日　佐藤　主光 氏（一橋大学大学院経済学研究科、国際・公共政策大学院教授）
 7月 8日　康永　秀生 氏（東京大学大学院医学系研究科教授）
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 7月 17日　横山　真弓 氏（ 兵庫県立大学自然・環境科学研究所教授、兵庫県森林動

物研究センター研究部長）

 7月 24日　田中　秀明 氏（ 明治大学大学院グローバル・ガバナンス研究科、公共政

策大学院ガバナンス研究科教授）

 8月 23日　岡室　博之 氏（一橋大学大学院経済学研究科教授）

本総合調査メンバーが行った現地調査に際して訪問した諸機関は、次のとおりである。

［英国］　　　　下院図書館（ロンドン）
　　　　　　　内閣府（ロンドン）
　　　　　　　会計検査院（ロンドン）
　　　　　　　租税簡素化室（ロンドン）
　　　　　　　インスティチュート・フォー・ガバメント（ロンドン）
　　　　　　　リッチモンドパーク（ロンドン）
　　　　　　　スコットランド政府環境森林局（エディンバラ）
　　　　　　　スコットランドシカ肉協会（エディンバラ）
　　　　　　　スコットランド森林土地庁（インバーネス）
　　　　　　　スコットランド自然遺産（インバーネス）
　　　　　　　シカ・イニシアチブ（レクサム）
　　　　　　　ケンブリッジ大学（ケンブリッジ）
　　　　　　　国連環境計画世界自然保全モニタリングセンター（ケンブリッジ）
［米国］　　　　連邦議会図書館議会調査局（ワシントン D.C.）

　　　　　　　両院合同租税委員会（ワシントン D.C.）

　　　　　　　連邦議会予算局（ワシントン D.C.）

　　　　　　　財務省（ワシントン D.C.）

　　　　　　　行政管理予算庁（ワシントン D.C.）

　　　　　　　会計検査院（ワシントン D.C.）

［ベルギー］　　欧州議会調査局（ブリュッセル）
　　　　　　　欧州委員会（ブリュッセル）
［ノルウェー］　農業食料省（オスロ）
　　　　　　　食品安全局（オスロ）
　　　　　　　環境庁（トロンヘイム）

令和元年 11月 15日には、本総合調査の一環として、デイヴィッド・ニューマーク（David 

Neumark）氏 （カリフォルニア大学アーバイン校教授）、川口大司氏、大石亜希子氏（千葉大学大学院
社会科学研究院教授）をお招きし、国際政策セミナー「雇用と賃金を考える―労働市場と EBPM

（証拠に基づく政策形成）―」を開催した。このセミナーの報告書も、後日刊行予定である。

この報告書の作成に当たり、お世話になった専門家の方々、訪問先の諸機関及び関係者の皆
様に、改めて心より御礼申し上げたい。
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